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　最終予算額　 （Ａ)

　決　算　額 （Ｂ)

Ｂ(H24はＡ）のうち一般財源

 従事する職員数

 概算人件費 （Ｃ）

　概算事業費　（Ｂ(H24はA)＋Ｃ）

事　業　名 中小企業融資制度資金

06 03 04

平成24年度事務事業評価シート （23年度実施事業分）

事業番号 中期総合計画主要施策番号
1-01,2-01,2-02,
2-05,2-06

部・課

中小企業融資規程

実施方法
国庫･
県単

補助　貸付

実施期間 S28 根拠法令等

県単独事業

①
　
事
 
業
 
の
 
概
 
要
 
等

目　的
(必要性)

中小企業の経営基盤を強化し、信用力の弱い中小企業の資金調達を円滑化する。

対　象 中小企業者

目指すべき姿 中小企業者の信用度を補完し、事業に必要な資金を円滑に調達できるようにする。

事業内容

県が金融機関、信用保証協会等と協調し、低利の融資あっせんを行う。具体的には以下の事業内容。
①県が金融機関に貸付原資の一部を預託することで、貸出金利を低減化するとともに、信用保証協会による保証を
　付すことで金融機関の貸出リスクを引き下げ、中小企業の資金調達を容易化。
②政策的な資金については、県が信用保証料の一部を補助し、企業負担を軽減。

23年度 24年度（当初）

696,279 947,699

70,760,575

625,974

②
事
業
コ
ス
ト

区　　分 単位 22年度

　概　算
　人件費

人

23年度事業費の主な内訳

千円 69,245,623 71,541,404

・貸付金（金融機関への預託金）：68,468,136千円
・補助金（信用保証料補給金）：625,974千円

千円 70,728,633 69,094,110 ―

千円

10.00 10.00 10.00

千円 70,811,803 69,176,690 71,623,984

千円 83,170 82,580 82,580

③
事
業
実
績

成果指標・活動指標内容 単位 22年度

<効率指標(単位当りｺｽﾄ等)>
融資１件当たりの事業費

千円/件

24年度（見込）

（効率指標　算出式）
概算事業費（千円）/融資実績（件）

融資実績（件数）（活） 件

事業ニーズの変化 判
定
の
説
明

□　余地あり

左記以外のH23年度実績

融資実績（金額）（活） 百万円 85,226 79,031 100,000

23年度

④
事
業
の
成
果

事業の目標(H23) 事業成果・評価 評価区分

事業改善（有効性・
効率性）の余地

■　余地あり

⑥
総
合
分
析
等

総合分析
(今後の課題、
取組方針等)

経済状況、社会情勢、国の制度の動向等を考慮し、時代に合ったより一層効果的な制度となるよう、随時見直して
いく必要がある。

特記事項

□　余地なし

⑤
事
業
の
課
題

区　分

県の関与を見直す
余地

6,581 5,969

・資金調達力の弱い中小企業に対して、事業活動に必要な資金
を効果的、効率的に供給する制度となっている。
・東日本大震災等の影響や新たな資金需要のニーズに対応す
るなど、今後の経済情勢や資金需要の動向等を注視し、随時見
直していく必要がある。

b
期待どおり

■　横ばい □　減少

□　当面余地なし

□　増加

12,000

一般の金融ベースに乗り難い中小企業者への資金
供給の円滑化を図る。

・東日本大震災復興支援資金を5月に創設し、当初と合わせて融資目標額
を1,200億円と設定し、東日本大震災復興支援資金については、融資目標
の８割に当たる160億円の利用があり、全体としては790億円の融資実績と
なった。
・円高等の影響や東日本大震災、長野県北部の地震の影響を受け事業活
動に支障を来しているといった中小企業者等を支援するため、機動的かつ
弾力的に資金メニューの創設や貸付金利の引下げを行った。

6,370

□　余地なし ■　当面余地なし

11,117 10,511

判　定　・　説　明

内　線

E-mail

担
当
課

商工労働部経営支援課

2962

keieishien@pref.nagano.lg.jp


